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【論文の内容の要旨】 
１．研究の目的 
 
本論文は、刑事訴訟の公判審理を中心としたビデオリンク方式による証人尋問の中国へ
の導入可能性と、生じうる問題点を検討することを目的としたものである。中国と日本と
を主たる比較法的検討の対象とし、また一部ではアメリカも対象にしながら、証人保護制
度と司法裁判におけるビデオリンクの運用をめぐって、中国と日本の事案や判例の比較を
通じ、実務的な取り扱いや学説の議論状況を取り上げ、検討するものである。 
 
２．本論文の構成 
 
 本論文は、5章立て（序章、1-3章、終章、本文 131頁）で構成されている。目次は以下
の通りである（小節は省略する）。 
序章  
1. 問題意識  
2. 本稿の目的  
3. 本論文の構成  
4. 訳文について  
第一章 中華人民共和国における刑事訴訟法の下で証人保護の現状  
第 1節 中国における刑事訴訟法の法改正  
1 新民主主義革命時期における刑事訴訟法  
2 『中華人民共和国刑事訴訟法』の誕生と変革  
第 2節 中国における証人保護の現状  
1 従来の証人保護プログラムについての立法状況（2012年まで）  
2 証人保護の実態  
第 3節 中国古代の訴訟観  
1 封建専制主義のもとでの司法本質  
2 自白強要の法典化  
3 国民性である「嫌訟」  
4 「官官相衛」および弁護士に対する社会的評価  
5 小括  
本章のまとめ  
第二章 証人保護措置の一考察  
第 1節 アメリカにおける証人保護プログラムの現状  
1 立法の経緯  
2 証人保護プログラム(WITSEC)の運営－マシャル・サービス（USMS）  
3 証人保護プログラム(WITSEC)の不足  
第 2節 日本における証人保護の立法状況  
1 平成 11年以前の証人保護に資する措置  
2 平成 12年の法改正  
3 平成 19（2008）年の被害者参加制度の導入  
4 平成 28年の法改正  
小括一  
第 3節 中国における証人保護措置のパイロットおよびその問題点  
1 証人出頭義務について  
2 『人民検察院が捜査権限を独占する事件における証人保護措置についての規
定』--深圳市宝安区人民検察院を例に  
小括二  
3 公安部の規定  
小括三  
4ビデオリンク方式による証人尋問—温州市の人民法院を例に  
本章のまとめ  
第三章 日中におけるビデオリンク方式による裁判の比較  
第 1節 立法の経緯  
1 民事訴訟法におけるビデオリンク方式による証人尋問の創設  
2 司法領域におけるビデオリンク技術の運用  
3 2012年の法改正  
第 2節 ビデオリンク方式による裁判の実施  
1 どのような設備を用いるのか  
2 『遠隔地での刑事事件を審理する取り扱い規定』--寧波の例に挙げて（以
下「寧波規定」と略称する）  
小括一  
3 ビデオリンク方式および遮へい措置の併用  
小括二  
4 証人出頭措置の新展開―ウィーチャットでの出頭証言  
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第 2節 事件後の証人保護の措置  
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３．本論文の概要 
 
本論文の構成および概要は、以下のとおりである。 
 まず、序章で、本論文に通底する問題意識が述べられている。 
刑事訴訟における供述証拠の重要性に関連して、被告人の防御権確保として証人対質権
を重視する観点から、証人の出頭確保の向上と、目撃証人や被害者の保護の観点から、適
切な証人保護措置の重要性を指摘する。ところが、中国では、証人出頭率が著しく低いと
いう現状があり、その対策のために、ソーシャルメディアであるウィーチャットを通じた
ビデオリンク方式や遮へい措置による証人尋問方式が導入され、証人出頭率の向上に一定
の役割を果たしていると評価する。 
しかし、このような措置には、裁判公開主義・直接主義と抵触する形で証人審問権の問
題も生じ得る一方、問題の本質は、「訴訟嫌い」という中国の伝統的な国民性に根づいた問
題であることへの留意も必要であり、本格的な検討を要する問題であることを指摘する。 
 次に、第１章で中国の刑事訴訟法下での証人保護措置の現状を紹介し、検討する。 
 まず、第１節で、中華人民共和国の刑事訴訟法の展開を確認する。1979年の制定後、1996
年、2012 年の 2 度にわたる大改正を経た中国の現行刑事訴訟法は、被疑者・被告人の弁護
権の強化や証拠制度の改正に加え、当事者主義への転換を意図して、被告人の弁護権・証
人審問権を保障するため、証人出頭義務および証人保護措置を明文化している。 
 次に、第２節として、中国における証人保護の現状について論ずる。まず、中国での「証
人の不出頭」という事態の深刻性を、実態に即して明らかにする。他方で、従来の刑事訴
訟法が、必罰主義、糾問主義の捜査観の影響を受けて、捜査段階において供述調書の獲得
に腐心する反面、証人を出頭させることに対して消極的な姿勢を示していたという実情を
指摘する。これに対し、現行法は、証人保護措置を拡充するが、いまだ十分ではなく、証
人の出頭率は十分に確保されていないと分析する。 
 そして、第３節で、このような事態が、上記の司法機関の姿勢や証人保護措置の不十分
さという技術的問題だけでなく、中国の法伝統の影響、すなわち、古代中国における社会
矛盾や人間関係の相互作用などによって培われてきた「嫌訟」「訴訟嫌い」という観念が、
国民性として根づいていることの影響であることも指摘する。 
 しかしながら、以上のような根本的問題を抱えつつも、中国の刑事訴訟が、糾問主義的
な訴訟観から当事者主義的な訴訟観への転換期にある中、なお、証人保護制度についての
検討が不断に求められることを指摘し、第１章における検討を終えている。 
 続いて、第２章において、比較対象としてアメリカ、日本を取り上げ、そこにおける証
人保護措置と、中国の証人保護を図るための、パイロット措置を比較検討している。 
 まず、第１節において、アメリカの証人保護プログラムを検討し、被害者を含む証人に
対して、手厚い保護がなされている、一方、それに伴う被保護者の苦痛や、当該プログラ
ムを維持するために莫大な司法資源を要するという弊害を指摘する。 
 第２節では、日本の状況を検討する。平成 12（2000）年に、精神的負担の軽減を意図し
て、証人への付添、被告人・傍聴人との間の遮へい、ビデオリンク方式による証人尋問な
どの措置が、また、平成 28（2016）年には、組織犯罪に対する捜査の困難性、供述獲得の
必要性などを考慮して、司法取引、刑事免責制度も導入された。さらに、被害者の意見陳
述制度、被害者の参加制度、被害者等の秘匿制度などの措置により、日本の証人保護に資
する法制度の一部は、世界的にみても遜色ないレベルにあるとの評価が可能であるとする。 
 第３節では、中国において、証人保護措置のパイロット的措置やその問題性について検
討する。2012 年刑事訴訟法の改正以前における、福建省恵安県基層法院の経済補償金およ
び奨励金制度、深圳市宝安区人民検察院の「宝安規定」による証人等の身分の非公開、身
辺警護の提供、経済的な補償の提供などが講じられたという例を挙げうるとする。また、
2017 年に、中国公安部は、証人保護を図るための「公安部規定」を創設し、証人保護業務
を担当する機関、一定の期間内で身辺保護、匿名制度、参考人に対する録音・録画、およ
び証人保護措置の終結などの措置がより詳細に定められるなどしている。しかしながら、
これでもなお、証人に対する事後的な保護措置が不十分であるという問題が顕在化してい
るとする。 
 そのような中、温州市の人民法院がビデオリンク方式、遮へい措置等の措置を講じた結
果の調査により、ビデオリンク方式・遮へい措置が、証人出頭率を向上させるための、も
っとも有効な措置であることを指摘する。 
 以上の問題意識から、第３章では、日本と中国におけるビデオリンク方式による公判審
理を比較検討する。 
 第１節として、中国において、2002 年から民事訴訟法において法制化され、その後刑事
裁判、商事裁判においても運用可能となったビデオリンク方式の運用を検討する。 
第２節では、その法的意義について検討を加える。中国の学界において、ビデオリンク
方式による証人尋問に関する検討は、訴訟経済、司法の効率などの観点から考察を加える
見解が多い現状について、批判的に検討する。遮へい措置とビデオリンク方式の併用は、
弁護人に対してさえも証人の姿を見させない形で取り扱われているという問題点、ウィー
チャットによるビデオリンク方式による証人尋問方式の運用にも、証人出頭の確保や時間
的経費的な節減という長所がある一方、実名性や顔認証に関する問題の存在を指摘する。 
第３節では、日本のビデオリンク方式による証人尋問を検討する。日本の同方式は、裁
判長の訴訟指揮に基づき行われるため、証人尋問の際、裁判官や弁護人は、証人の姿の確
認を妨げられないことによって、被告人の証人審問権へある程度の減殺効果があったとし
ても、実質的な反対尋問機会が与えられる。このことから、一部学説の違憲の可能性に関
する主張を勘案しても、同方式に合憲性を認める日本の判例を評価する。 
以上の検討を踏まえて、日本的なビデオリンク方式による証人尋問制度の中国への導入
に際しては、伝聞法則や証明基準・証明方法の検討が中国で不十分であること、また、裁
判官の資質や、司法の効率化を追求するあまり、弁護士の意見が顧みられず、被告人の反
対尋問権の保障がないがしろにされかねないといった問題点に留意すべきことを指摘する。 
そして、終章では、現時点において、中国で導入可能性のある制度について、概括的に
検討を進めている。 
第１節として、中国で 2012 年から正式に法制化され、2014 年に公安部の主導で、当該
制度の実施方法が完備された取調べの可視化制度を検討し、取調べに関する記録媒体の実
質証拠としての利用、弁護士に対する開示などの問題が生じているとする。これは、行き
過ぎた捜査中心主義の是正を目的としたのものであるが、なお改善の努力が続けられてい
る状況にあるとする。また同時に、取調べの録音・録画媒体を実質証拠として扱う可能性
についても検討の余地があることを指摘する。 
また第２節として、中国の証人保護制度にある、事後保護が不十分であるとする問題に
対応すべく、証人と同時に被害者である者に関して、日本の犯罪給付金制度および被害者
精神サポート制度という 2 つの制度を、新たに導入する可能性があることを指摘する。 
 以上が、本論文の概要である。 
 
